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• 日本では、高齢化が進んでおり、移動手段として公共
交通は必要不可欠である

Ø 公共交通を充実させることで、移動手段や目的
地の選択肢が広がり、活気あるまちとなり、運
転免許返納後の高齢者の暮らしを支えるうえで
も重要な役割を果たすと考えられる

Ø 道路渋滞の緩和や移動コストの削減につながる

背景と目的
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• データのオープン化が進み、オープンデータが活用し
た研究が行われている

• 全国のバスデータとバスルートの最新版(2022年度)が
昨年6月末に公開された
ü 公共交通の充実度の指標であるバス・鉄道の人口カバー率
を計算する

ü 2010年のバスの人口カバー率と2022年のバスのカバー率を
比較することで、アクセシビリティの変化を把握する

ü 人口カバー率には何が影響しているのかを検証する

背景と目的
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人口カバー率について
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対象の都道府県における
メッシュ内の総人口

メッシュ内において
公共交通にアクセスできる人口

100 [%]

• 本研究における人口カバー率

• 人口カバー率
Ø 対象地域の定住人口を元にした地域的な指標の一つ

Ø 公共交通へのアクセシビリティを判断する指標として用いる



バス停から300mを
アクセス圏域とする．

各交通機関の人口カバー率について
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鉄道駅から500mを
アクセス圏域とする．

300
m

500
m

• バスカバー率 • 鉄道カバー率

図 バス交通サービス圏域 図 鉄道交通サービス圏域

各交通機関へのアクセス圏域
Ø 「公共交通分野におけるQGISを活用した現状分析・資料作成の
ためのガイドブック」1)を参考



人口に関するデータ：総務省統計局「e-Stat（政府統計の総合窓口）」

人口

○ 国勢調査：平成22年度, 令和2年度のデータ

○ メッシュデータ：4次メッシュ（500mメッシュ）

バス鉄道に関するデータ：国土交通省国土政策局「国土数値情報ダウンロードサイト」

バス

○ バス停留所（ポイント）：平成22年度，令和4年度のデータ

○ バスルート（ライン）：平成23年度，令和4年度のデータ

鉄道

○ 鉄道時系列データ：平成24年度，令和4年度のデータ

使用データ
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全国におけるカバー率
についての分析
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2010年→ 2022年全国の変化
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バスカバー人口
の変化

カバーされない人口
の変化

バスカバー率
の変化

早稲田大学

バスカバー率が増加：
• 秋田県
• 新潟県
• 山梨県
• 愛知県
• 奈良県

バスカバー率が減少：
• 和歌山県
• 長野県
• 滋賀県
• 鳥取県
• 京都府

減 増
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減 増

人口変化 バス停数
の変化

例えば、秋田県に着目すると、
人口は減少しているが、バス
停数が増えたため、バスカバ
ー率が増加した

2010年→ 2022年全国の変化



2010年→ 2022年秋田県の変化
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減 増

人口変化 バス停数
の変化

東成瀬村
ダム建設による
作業員の住み込み

人口が減少した地域で
バス停数の増加が確認された
→バスカバー率の増加



2010年→ 2022年秋田県の変化
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バスカバー人口
の変化

カバーされない人口
の変化

バスカバー率
の変化

早稲田大学

減 増



2010年→ 2022年秋田県の変化
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バスカバー人口
の変化

カバーされない人口
の変化

バスカバー率
の変化

早稲田大学

減 増

バス停が増加した地域において、
バスカバー人口やバスカバー率も
増加していることがわかる



全国のバス・鉄道カバー率の比較
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表-2 2010年のバス・鉄道カバー率
順位都道府県

バスカバー率

（％）

鉄道カバー率

（％）

バス鉄道カバー

率（％）

1 東京都 85.88 41.56 92.06
2 神奈川県 83.79 25.76 87.64
3 京都府 80.95 31.68 84.70

… … … … …

45 山梨県 52.17 12.50 59.54
46 栃木県 47.62 9.11 52.08
47 香川県 47.26 19.17 53.75

表-3 2022年のバス・鉄道カバー率
順位都道府県

バスカバー率

（％）

鉄道カバー率

（％）

バス鉄道カバー

率（％）

1 東京都 87.85 42.74 93.27
2 神奈川県 85.10 25.68 88.05
3 埼玉県 77.43 17.14 80.62

… … … … …

45 香川県 51.59 19.72 58.00
46 岡山県 51.51 12.39 56.26
47 栃木県 50.84 9.04 53.78

上位3つの都府県：2010年と2022年どちらも
首都圏や近畿圏など公共交通が発達している地域が中心
＝多くの地域で自動車を持たない生活が十分可能



バスをはじめとした公共交通機関：

運転免許を持たない学生や高齢者などが主な移動手段として用いる

【仮定】 運転免許保有率とバスカバー率に相関があるのではないか

“免許保有率が高いほどバスカバー率が低いのではないか”

バスカバー率と免許保有率の関係
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使用データ

ü 国勢調査： 2010年，2020年

ü 人口推計： 2022年

ü 運転免許統計： 2010年，2022年

ü バス停データ： 2010年，2022年

2010年と2022年のカバー率と免許保有率の相関関係を求めた

バスカバー率と免許保有率の関係
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相関係数 2010年： -0.67 ＜＜ 2022年： -0.72

カバー率と免許保有率の関係
2010年と2022年の比較
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図2-1 2010年のバスカバー率と
免許保有率の関係

図2-2 2022年のバスカバー率と
免許保有率の関係

2010 2022



2010年 と 2022年 どちらも
バスカバー率 と 免許保有率 に 負の相関

Ø 全国的に、免許保有率が高いほどバスカバー率が低い傾向

バスカバー率が低くなる要因を調べるため、
どのような流れで免許保有率が高くなるか

を考察する必要がある

バスカバー率と免許保有率に関する分析結果
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Ø 要因の1つとしてロードサイド型店舗との関係性が挙げられる
Ø 宇都宮（2015）によれば、公共交通機関の衰退は以下の流れで進ん
でいった

免許保有率が高くなる流れについて
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中心市街地への
人出減

郊外施設
（ロードサイド店舗等）

への需要増

従来の公共交通の
利用価値下落

利用者減
路線・本数減

自家用車の
利用増

自家用車
の利用増

早稲田大学



Ø バスカバー率と全事業所に占めるロードサイド型商業集積地区に
立地する事業所の割合の相関について、先ほどと同様考察する

Ø 使用データ
ü 国勢調査：2010年、2020年
ü 経済センサス：2014年
ü バス停データ：2010年、2022年

Ø 2010年および2022年のバスカバー率と、2014年のロードサイド
型事業所の割合の相関関係を求める

※「事業所」：「原則として一定の場所（一区画）を占めて『有体的商品を購入して販売する事業所』であって、一般的に卸売業、小売業とい
われる事業所」（経済産業省）
※「ロードサイド型商業集積地区」：「国道あるいはこれに準ずる主要道路の沿線を中心に立地している商業集積地区」（経済産業省）であ
り、都市の中心部を除く

バスカバー率とロードサイド店舗の関係
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Ø 相関係数 2010年：-0.44 2022年：-0.49

2010年と2022年の比較
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図 バスカバー率とロードサイド割合
の関係（2010年）

図 バスカバー率とロードサイド割合
の関係（2022年）



Ø 以上の通り、ロードサイド事業所の割合とバスカバー率に
関しても、負の相関が見られることが分かった

Ø また、両年の相関係数の比較（-0.44 → -0.49）から、
郊外施設の発達がバスカバー率の低下に与える影響が
近年少しずつ強くなっていることが言える

ü 過剰な自動車利用を抑え、公共交通のカバー割合の高い
中心市街地の魅力を高める施策の実施による商業の
非ロードサイド化を進めることが求められるとともに、
それにより公共交通の利用促進を図ることができると考える

分析
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• 全国のバスと鉄道の人口カバー率を算出し考察
を行った
• バスカバー率と免許保有率との間に負の相関が確
認された

• ロードサイド店舗に着目すると、店舗が少ないほ
どバスカバー率が増加するという傾向が示された

Ø 近年の方がこのような傾向が見られることが、
2010年と2022年の相関係数の比較から考えられる

本研究のまとめ
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• 今回はバス利用者数を見ていないため、バスカバー率
が高くても実際は利用していない場合がある
Ø 利用者数などのオープンデータ化や利用者数を考慮する
ことが求められる

• ロードサイド割合とカバー率の傾向で、例外的な県が
ある
Ø 例外となっている要因の分析によって今後のカバー率を
高める施策の提案につながると考えられることから、よ
り詳細かつ定量的な分析が必要である

今後の課題
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